
伊藤忠商事の知財戦略：無形資産の価値最大

化に向けた「商人型」アプローチの分析 
 

エグゼクティブサマリ 
 

本レポートは、伊藤忠商事株式会社（以下、伊藤忠）の知的財産（以下、知財）戦略について、公開さ

れている一次情報を基に網羅的かつ多角的に分析したものである。同社の知財戦略は、伝統的な

製造業の技術特許中心モデルとは一線を画す、総合商社、とりわけ「商人」としてのDNAに根差した
独自のアプローチを特徴としている。以下に主要な分析結果を要約する。 

●​ 基本方針は「三方よし」の実践: 企業理念「三方よし」は、権利の排他的独占よりも、ライセンス
契約等を通じたステークホルダーとの共存共栄を志向する知財活用の基盤となっている¹⁻³。 

●​ 事業構造が知財ポートフォリオを規定: 非資源・川下分野への注力が、技術特許（ハードIP）より
もブランド、コンテンツ等の商標・著作権（ソフトIP）の重要性を高め、知財戦略の方向性を決定
づけている¹⁻⁴。 

●​ 組織体制は「分散型・事業部門主導」: 全社横断的な知財戦略部門は確認されず、各カンパ
ニーが事業戦略と一体で知財を管理・活用する体制と推察される。これは市場への迅速な対応

を可能にする一方、「知のサイロ化」のリスクを内包する⁶˒ ¹⁶。 
●​ 戦略の第一の柱は「ブランド・コンテンツ事業」: 繊維カンパニーを筆頭に、商標権の取得やブラ
ンド保有企業への投資を通じ、企画開発から小売までを垂直統合する高度なビジネスモデルを

構築している¹⁴˒ ¹⁶˒ ⁷¹。 
●​ 第二の柱は「オープンイノベーション」: 自前主義に陥らず、スタートアップ等との協業を通じて外
部の技術やアイデア（広義の知的資産）を効率的に獲得する、「商人型」の技術調達を実践して

いる²⁹˒ ³²。 
●​ 第三の柱は「データ・エコシステム」: ファミリーマートの事業基盤から得られる購買・顧客データ
等を次世代の無形資産と位置づけ、新たなビジネス創出の源泉としている⁵˒ ⁶。 

●​ 競合他社との明確な差別化: 技術起点の事業創造型（住友商事）や知財サービス事業型（三井
物産）の競合とは異なり、伊藤忠は「マーケットイン型/事業追随型」の知財戦略を採る³⁹˒ ⁵²。 

●​ リスクは技術ディスラプションへの対応: ソフトIP偏重のポートフォリオは、AI等の破壊的技術に
よる事業環境の変化に対して脆弱性を抱える可能性がある。 

●​ 今後の鍵は「無形資産の統合」: ブランド、技術、データの3つの柱を個別に活用するだけでな
く、これらを掛け合わせることで新たな価値創造サイクルを構築できるかが、持続的成長の鍵を

握る。 
●​ 経営への示唆: 分散型モデルの長所を活かしつつ、カンパニー横断でのシナジー創出を促す
機能の導入や、投資家に対する無形資産価値の訴求力強化が求められる。 

 



背景と基本方針 - 実物取引から無形価値創造へ 
 

総合商社のビジネスモデルが、伝統的なトレーディング（実物取引の仲介）から、事業投資を通じた

価値創造へと大きく舵を切る中で、知的財産の戦略的重要性は飛躍的に高まっている。伊藤忠商事

においても、その例外ではない。しかし、同社の知財戦略は、製造業に見られるような研究開発の成

果としての特許権を保護・活用するモデルとは根本的に異なる思想と構造の上に成り立っているよう

に見受けられる。本章では、同社の企業理念、事業ポートフォリオの変遷、そして公式な開示情報か

ら、その知財戦略の根底に流れる基本方針を解き明かす。 

 

企業理念「三方よし」と知財戦略の基盤 
 

伊藤忠の企業活動の根幹には、近江商人の経営哲学に由来する企業理念「三方よし」（売り手よし、

買い手よし、世間よし）が存在する¹。2020年4月には、これを正式な企業理念として改訂し、その普
遍的な価値を改めてグループ全体で共有する姿勢を明確にした³。この理念は、単なるCSR活動の
スローガンにとどまらず、同社の知財に対する向き合い方にも深く影響を与えていると推察される。 

知的財産権、特に特許権や著作権は、その本質として権利者に独占的・排他的な権利を付与するも

のである。しかし、「三方よし」の理念は、自社の利益のみを追求するのではなく、取引先や社会全体

の持続的な発展に貢献することを是とする。この思想は、知財の活用において、権利の排他的な行

使による競合の排除といったアプローチよりも、ライセンス契約や共同開発、ブランドの共同育成と

いった、パートナー企業との協業を通じて相互の価値を高め合うアプローチを志向させる文化的土

壌となっている可能性がある。後述する同社のブランドビジネスの多くが、海外ブランドの権利者と

の良好なパートナーシップの上に成り立っていることは、この理念の実践例と捉えることができるだ

ろう。 

また、企業行動指針として定められた「ひとりの商人、無数の使命」も重要な要素である³。これは、
組織の歯車としてではなく、個々の社員が主体性を持った「商人」として、顧客や社会が抱える無数

の課題解決に挑む姿勢を促すものである。この文化は、中央集権的なトップダウンの戦略指示より

も、各事業の最前線にいる担当者が市場のニーズや商機を敏感に察知し、それに即したブランドや

技術といった知的資産を機動的に獲得・活用することを奨励する。この現場主義・権限委譲の精神

が、同社の分散型・事業部門主導の知財管理体制（第2章で詳述）の背景にあると考えられる。 

 

事業ポートフォリオの変遷と知財の役割 
 

伊藤忠の近年の目覚ましい成長は、経営資源を非資源分野、とりわけ「川下」と呼ばれる消費者に



近い領域へ重点的に配分してきた成果である¹。統合レポート2024のCEOメッセージにおいても、
「『利は川下にあり』」という方針が明確に示されている²。この戦略的な事業ポートフォリオの転換
は、同社が取り扱うべき知的財産の種類とその役割を必然的に変化させた。 

伝統的な資源トレーディングや産業資材の取引においては、取引ノウハウやサプライチェーン管理

能力といった無形の強みは存在するものの、特許権や商標権といった法律で保護された知的財産

権が事業の核となる場面は限定的であった。しかし、アパレル、食品、リテールといった川下分野に

深く関与するようになると、状況は一変する。これらの市場における競争優位の源泉は、製造技術そ

のものよりも、消費者の購買意欲を掻き立てる「ブランド」、独自のデザインやコンテンツの「著作

権」、そして顧客との関係性から生まれる「データ」や「営業秘密」といった、いわゆる「ソフトIP」が中
心となる。 

その象徴的な事例が、ファミリーマートの事業基盤を活用したビジネスの創出・拡大である⁵˒ ⁶。全国
に広がる店舗網は、単なる商品の販売拠点ではなく、膨大な購買データや顧客接点を生み出すプ

ラットフォームである。このデータを活用して新たな金融サービスやマーケティングソリューションを開

発することは、まさにデータという無形資産を核とした価値創造に他ならない。このように、事業の中

心が実物資産（モノ）の取引から、ブランドやデータといった無形資産（コト・情報）の活用へとシフトし

たことが、伊藤忠における知財戦略の重要性を飛躍的に高める根本的な要因となっている。 

 

公式開示情報に見る知財の基本姿勢 
 

企業の公式開示情報、特にコンプライアンスやコーポレート・ガバナンスに関する文書は、その企業

が知的財産をどのように位置づけているかを客観的に示す重要な資料である。伊藤忠の開示情報

を分析すると、知財を「攻めの戦略ツール」として積極的に語るよりも、まずは「守るべき資産」および

「管理すべきリスク」として捉える基本姿勢が浮かび上がってくる。 

同社のウェブサイトに掲載されているコンプライアンスに関するページでは、「会社の資産としての知

的財産権の適切な管理、取扱いのため、職務発明・著作に関する社内規程、及び各種権利の出願・

更新等のルールを明確化し、的確に運用しています」と記載されている¹³。ここでの主眼は、あくまで
資産の「適切な管理」であり、リスクの防止である。また、サステナビリティに関する方針の中でも、広

告宣伝活動において「第三者のプライバシー、個人情報や知的財産権に対して、十分な配慮を行っ

ています」と言及されており¹⁵、他者権利の非侵害というコンプライアンスの側面が強調されている。 

この姿勢は、コーポレート・ガバナンス報告書における開示からも裏付けられる。東京証券取引所が

定めるコーポレートガバナンス・コードの「補充原則3-1③ 知的財産への投資等」に対する同社の開
示は、「当社は、繊維カンパニーを中心に、商標権・著作権等の知的財産権を活用したブランドビジ

ネスを幅広く展開しております」という記述にとどまる¹⁶。これは、同社の知財活動の核心が繊維カン
パニーのブランドビジネスにあることを示す重要な一次情報であると同時に、技術特許や全社的な

無形資産投資戦略といった、より広範なテーマへの言及が限定的であることを示唆している。 

これらの公式な記述から導き出されるのは、伊藤忠の知財に対する基本姿勢が、まず第一にコンプ



ライアンスとリスク管理を徹底し、その上で、事業戦略と直結する特定の領域（特にブランドビジネ

ス）において選択的に活用するという、極めて現実的かつ実利的なものであるということだ。この背景

には、自社で大規模な研究開発を行うよりも、他社が築き上げたブランドや技術を事業投資やライセ

ンスを通じて活用するビジネスモデルが中心であるため、自社発明の保護（攻め）よりも他者権利を

侵害しないこと（守り）が、日々の事業運営においてより重要な意味を持つという事情があると見られ

る。この「守り」と「協業」を重視する基本姿勢が、同社独自の知財戦略の全体像を形作っているので

ある。 
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全体像と組織体制 - 分散型・事業部門主導モデルの実態 
 

企業の知財戦略は、その組織体制とガバナンス構造に色濃く反映される。伊藤忠の知財に関する組

織体制を分析すると、多くの製造業や一部の競合商社が採用する中央集権的な専門部署による統

括モデルとは異なり、各事業部門の自律性を最大限に尊重した「分散型・事業部門主導モデル」とで

も言うべき特徴が鮮明に浮かび上がってくる。この体制は、同社のカンパニー制という組織構造と、
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「商人」としての現場主義という企業文化が合理的に結びついた必然的な帰結であると見ることがで

きる。 

 

中央集権型ではない知財ガバナンス 
 

統合レポートや有価証券報告書といった公式な開示資料を精査する限り、伊藤忠には、グループ全

体の知財戦略を立案・統括し、カンパニーを横断する形で知財ポートフォリオを管理するような、例え

ば「知的財産戦略部」といった名称の専門部署の存在は確認できない。これは、明確に「知的財産基

本方針」を定め、事業子会社に専門の知財部を設置して活動を推進する三菱商事グループ⁵⁰や、知
財・無形資産を「新事業の創出」の原動力と位置づけ、全社的な取り組みとして推進する住友商事³⁹˒ 
⁴⁶のあり方とは対照的である。 

伊藤忠において、知財の管理と活用の実質的な責任と実行は、繊維、食料、機械、第８といった各カ

ンパニー組織に委ねられていると強く推察される。その最大の根拠は、前章でも触れたコーポレー

ト・ガバナンス報告書の開示内容にある。そこでは、知財活用が「繊維カンパニーを中心に」展開され

ていると、特定のカンパニー名を挙げて説明されている¹⁶。これは、知財戦略が全社一律のものでは
なく、各カンパニーの事業内容や市場環境に応じて個別に最適化されていることを示唆している。 

この分散型モデルが採用される理由は、同社の事業の多様性にあると考えられる。繊維カンパニー

で重要となるのはファッションブランドの商標権やデザインの意匠権であり、機械カンパニーでは提

携先の製造技術に関する特許権やノウハウが、情報・金融カンパニーではソフトウェアの著作権や

顧客データが中心となる。これほど多様な性質を持つ知的財産を、中央の単一組織で一元的に管

理・評価し、戦略を立案することは、非効率であるばかりか、各事業の現場が持つ専門性や市場感

覚との乖離を生むリスクがある。したがって、事業戦略と知財戦略を不可分一体のものとして、それ

ぞれの事業を最もよく知るカンパニー自身が推進するという判断は、極めて合理的であると言える。

これは、各カンパニーが独立した経営体として自己完結的に事業を運営する「カンパニー制」の思想

が、知財管理の領域にも色濃く反映された結果であろう。 

 

法務・コンプライアンス部門の役割 
 

各カンパニーに知財の活用が委ねられている一方で、全社的なガバナンスを担保し、法的なリスク

を管理する機能は不可欠である。この役割を担っているのが、法務・コンプライアンス部門であると

考えられる。同部門の機能は、主に以下の三点に集約されると分析できる。 

第一に、各カンパニーが日々行う事業活動に伴う法務リスクの管理である。特に伊藤忠のビジネス

モデルにおいて中核をなすブランドのライセンス契約や、スタートアップとの共同開発契約、M&Aに



おける知財関連条項の精査など、契約書を中心としたリーガルチェック機能は極めて重要である。 

第二に、全社共通のルールや基盤の整備・運用である。コンプライアンスに関するページで言及され

ている「職務発明・著作に関する社内規程」や「各種権利の出願・更新等のルール」の運用は、その

典型例である¹³。社員による発明や創作が生じた際に、その権利の帰属を明確にし、会社資産として
適切に保護・管理するための手続きを標準化することは、個々のカンパニーの裁量に任せるべきで

はなく、全社統一の基準で行うのが効率的かつ適切である。 

第三に、知的財産権の侵害リスクだけでなく、より広範な無形資産の漏洩・毀損リスクからの防御で

ある。同部門が管轄する「内部者取引等の規制に関する規程」や「情報管理規程」は、そのための重

要な枠組みである¹³。M&A交渉の過程で得た未公開情報や、事業を通じて蓄積された機密性の高い
顧客データ、取引ノウハウといった知的資産が外部に流出することは、企業の競争力を著しく損な

う。これらの情報を適切に管理し、役職員のコンプライアンス意識を徹底させることは、法務・コンプ

ライアンス部門の重要な責務である。 

このように、法務・コンプライアンス部門は、カンパニーが攻めの知財活用を円滑かつ安全に進める

ための「守りのインフラ」を提供する役割を担っていると位置づけることができる。 

 

テクノロジー導入による業務効率化 
 

伊藤忠の知財管理体制を語る上で、近年のテクノロジー導入の動きも看過できない。2025年以降、
契約・法務業務のDX（デジタルトランスフォーメーション）を支援するサービス「MNTSQ CLM」を導入
したことが報じられている¹⁷。このサービスは、AIを活用して契約書の作成、審査、管理、そしてナレッ
ジ化までを一気通貫でサポートするものである。 

これは、知財戦略そのものを変革する動きではないものの、その戦略実行の土台となる契約管理業

務の高度化・効率化に向けた明確な意思表示と捉えることができる。世界中で数多くのブランドライ

センス契約、販売代理店契約、共同開発契約、投資契約などを締結・管理する同社にとって、契約

管理業務は膨大かつ複雑であり、人手による作業には限界がある。契約内容の抜け漏れや更新期

限の見落としは、コンプライアンス違反や大きな収益機会の損失に直結しかねない。AI技術を活用し
てこれらの業務を自動化・標準化することは、管理コストの削減だけでなく、ヒューマンエラーに起因

するリスクを低減し、法務担当者がより戦略的な業務に集中できる環境を整備することに繋がる。 

この事例は、伊藤忠が知財管理のオペレーションレベルにおいても、効率性とリスク管理を重視する

プラグマティックなアプローチを採っていることを示している。分散型モデルの各カンパニーが、こうし

た共通のテクノロジープラットフォームを活用することで、全社的なガバナンスレベルを維持しつつ、

それぞれの事業に集中できる体制を強化していると評価できるだろう。このモデルの最大の長所は、

事業戦略と知財活用が常に一体であり、市場の変化に迅速に対応できる機動性にある。一方で、そ

の裏返しとして、カンパニー間で知見が共有されず、組織全体としての学習効果が働きにくい「知の

サイロ化」という課題を常に抱えている。この課題にどう向き合うかが、今後の同社の無形資産価値



創造における重要な論点となるであろう。 
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詳細分析 - 知財戦略を構成する3つの柱 
 

伊藤忠の知財戦略は、単一の理論で説明できるものではなく、複数の異なるアプローチが事業ポー

トフォリオに応じて組み合わさった複合的な構造を持つ。詳細に分析すると、その戦略は大きく三つ

の柱によって構成されていることが見えてくる。第一に、同社の収益の根幹をなし、最も可視化され

ている「ブランド・コンテンツ事業」。第二に、自前主義にこだわらず外部の知見を効率的に取り込む

「技術・オープンイノベーション」。そして第三に、次世代の競争力の源泉として重要性を増す「デー

タ・エコシステム」である。これら三つの柱は、それぞれ異なる種類の知的資産を対象としながらも、

同社の「商人型」価値創造サイクルの中で有機的に関連し合っている。 

 

第一の柱：ブランド・コンテンツ事業（ソフトIPの収益化モデル） 
 

伊藤忠の知財戦略の中核をなすのは、疑いなくブランドを中心としたソフトIPの収益化モデルであ
る。コーポレート・ガバナンス報告書が「繊維カンパニーを中心に、商標権・著作権等の知的財産権

を活用したブランドビジネスを幅広く展開」と言及している通り¹⁶、これは同社自身が認める知財活用
の王道である。 

その手法は、単に海外ブランドの製品を輸入販売する代理店ビジネスや、ライセンス料を受け取る

だけの単純なモデルにとどまらない。より深く、そして垂直統合的な関与を特徴とする。その戦略は、

以下の複数のレイヤーで構成されている。 
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1.​ 商標権の直接取得: 特定の地域におけるブランドの商標権を直接取得し、自らがブランドホル
ダーとして事業を主体的にコントロールする。その象徴的な成功事例が「CONVERSE」である。
伊藤忠は日本における「CONVERSE」の商標権を保有しており、米国の親会社とは独立した企
画・開発・販売を展開している⁶⁸˒ ⁶⁹˒ ⁷¹。これにより、日本の市場トレンドや消費者の嗜好に合わ
せた商品を迅速に投入し、ブランド価値を最大化することに成功している。同様の戦略は「

OUTDOOR PRODUCTS」でも採用されており、アジアや中東など19の国と地域における商標権
を取得し、グローバルに事業を展開している⁷²。 

2.​ ブランド保有企業への出資・買収: ブランドそのものを保有する企業へ直接、資本参加や買収
を行うことで、経営に深く関与し、ブランドの持つポテンシャルを最大限に引き出す。「HUNTING 
WORLD」や「LeSportsac」の取得、英国の「Paul Smith Group Holdings Limited」への経営参
画などがその代表例である⁷¹。これにより、単なるライセンシー（使用許諾を受ける側）ではなく、
ブランドの長期的な価値向上にコミットするオーナーシップを発揮することが可能となる。 

3.​ 垂直統合モデルの構築: ブランド（商標権）という川上の権利を押さえるだけでなく、企画・生産
管理から、ファミリーマートをはじめとする川下の流通・小売チャネルまでを一気通貫で掌握す

ることを目指す。この「エンドツーエンド戦略」は、バリューチェーン全体をコントロールすること

で、中間マージンを排除し、消費者ニーズをダイレクトに製品開発に反映させ、収益機会を最大

化することを可能にする¹⁴。このモデルを支える機能子会社として、伊藤忠ファッションシステム
（ifs）がマーケティングやライセンス事業の管理、ブランディング支援などで重要な役割を担って
いる⁷⁰。 

近年、このブランドビジネスのノウハウは、アニメやゲームなどの「キャラクターIP」の領域にも拡張さ
れている。キャラクターを発掘し、自社でコンテンツを制作（アニメ化など）、そして関連グッズの企画・

販売までを一貫して手掛ける垂直統合モデルの構築を目指している¹⁴。これは、従来の「モノ（商
品）」を動かすビジネスから、ファンのエンゲージメントや共感を核とする「コト（世界観・体験）」を流通

させるビジネスへの進化を志向する動きであり、「感情資本」とも呼べる新たな無形資産をグローバ

ルに展開する壮大な試みと解釈することができる。 

 

第二の柱：技術・オープンイノベーション（選択と集中のハードIP戦略） 
 

ブランドビジネスが脚光を浴びる一方で、伊藤忠は技術、特に特許権を中心とするハードIPに対して
も、選択と集中を基本としたプラグマティックなアプローチを採っている。全社的な特許出願件数は、

大手製造業と比較すれば限定的であると推察されるが、特定の事業領域においては、事業を防衛

し、競争優位を確保するための戦略的なツールとして特許・実用新案権を活用している。 

その一例が、衛生用品メーカーのインターメディアル社と共同開発した『つけっぱ』マスクタイプシー

ルドにおける実用新案権の取得である²³。これは、自社単独の研究開発ではなく、優れた技術を持
つパートナー企業との協業によって生まれた成果を知的財産権で保護し、共同で事業を展開する典

型的なケースである。 

むしろ、同社の技術戦略の真骨頂は、自前での研究開発に固執せず、外部の優れた技術やアイデ



ア（広義の知的資産）を迅速かつ効率的に取り込む「オープンイノベーション」にある。これは、世界

中のネットワークを駆使して有望な投資先や提携先を発掘する「商人」ならではのアプローチと言え

る。 

●​ スタートアップとの連携: オープンイノベーションプログラム「crewwコラボ」などを通じて、国内の
スタートアップが持つ斬新なアイデアや技術と、伊藤忠グループが持つ事業基盤やネットワーク

を掛け合わせ、新たな事業創出を目指している³²。 
●​ 海外技術の導入: デンマークのスタートアップKanda社と協業し、海運業界向けのVR研修プロ
グラムを共同開発した事例では、Kanda社が持つVRプラットフォーム技術と、伊藤忠が持つ海
運業界の知見という、互いの無形資産を組み合わせることで新たな価値を生み出している²⁹。
また、経済産業省とJETROが推進する「J-Bridge」の枠組みを活用し、ASEANの医師向けプ
ラットフォームの価値向上に繋がる技術やサービスを海外パートナーから募集するなど、グロー

バルな技術探索を積極的に行っている³¹。 

これらの活動を支えるのが、伊藤忠テクノソリューションズ（CTC）をはじめとするグループ内のテクノ
ロジー企業群である。CTCは、AIを活用して世界中の特許や論文、ニュースを解析し、技術トレンド
やホワイトスペース（未開拓領域）を可視化するプラットフォーム「QUID」を顧客に提供している⁶⁶。こ
うしたツールやノウハウは、グループ自身のオープンイノベーション活動においても、有望な提携先

や投資対象を特定するために活用されている可能性が高い。技術を「自ら創造する」だけでなく、「目

利きし、調達し、組み合わせる」能力こそが、伊藤忠における技術面の強みなのである。 

 

第三の柱：データ・エコシステム（次世代の無形資産） 
 

ブランド（ソフトIP）、技術（ハードIP）に続く第三の柱として、近年急速にその重要性を増しているの
が、「データ」と、それを取り巻く「エコシステム」という新たな形態の無形資産である。 

統合レポート2025の特集記事でも、「ファミリーマートの事業基盤を活用したビジネスの創出・拡大」
が成長期待領域の筆頭として挙げられている⁵˒ ⁶。これは、全国約16,000店（2024年時点）の店舗
網から日々生成される膨大なPOSデータ（何が、いつ、どこで、いくつ売れたか）、顧客の属性や購買
履歴データ、商品の発注・配送に関わる物流データが、もはや単なる事業運営の副産物ではなく、

新たなビジネスを創出するための極めて価値の高い戦略的資産（営業秘密、データベース）として明

確に認識されていることを示している。これらのデータを解析することで、精度の高い需要予測や、

個々の消費者に最適化された商品・サービスの開発、効果的なマーケティング施策の立案などが可

能となり、バリューチェーン全体の効率化と高付加価値化を実現できる。 

さらに、伊藤忠の戦略は、自社単独でデータを活用するにとどまらず、多様なパートナー企業を巻き

込んだ「エコシステム」を構築することによって、その価値を指数関数的に増大させることを目指して

いる。例えば、ファミリーマートのプラットフォーム上で、金融機関が新たな決済サービスを提供した

り、メーカーがデータに基づいた新商品を共同開発したり、スタートアップがユニークな販促アプリを

導入したりといった連携が考えられる。このようなエコシステムが一度構築されれば、参加企業が増

えるほどにネットワーク外部性が働き、その魅力と利便性が高まるため、競合他社が容易に模倣す



ることができない、持続的な競争優位性（無形資産）となる。 

現在、個別に見えるブランド事業、技術提携、データ活用といった取り組みは、将来的にはより高度

に融合していく可能性がある。例えば、「特定のブランド（第一の柱）のファン層データ（第三の柱）を

分析し、彼らが潜在的に求める新たな機能を実現する技術（第二の柱）を持つスタートアップに投資

し、新商品を共同開発する」といった、三つの柱を統合した価値創造サイクルの構築である。このサ

イクルをいかに高速で回転させられるかが、今後の伊藤忠の成長を占う上での鍵を握ると言えるだ

ろう。 
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競合比較 - 総合商社における知財戦略の多様性 
 

伊藤忠の知財戦略の独自性をより深く理解するためには、同業である他の総合商社との比較が不

可欠である。総合商社と一括りにされがちだが、各社の歴史的経緯、事業ポートフォリオの構成、そ

して経営哲学の違いは、知財に対するアプローチの多様性となって表れている。本章では、三菱商

事、三井物産、住友商事、丸紅を比較対象とし、伊藤忠の戦略的ポジショニングを客観的に分析す
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る。 

 

比較のフレームワーク 
 

各社の知財戦略を多角的に比較するため、以下の4つの分析軸を設定する。 

1.​ 戦略の明示性: 統合報告書やウェブサイト等で、知的財産戦略をどの程度明確に、そして具体
的に言語化し、ステークホルダーに開示しているか。 

2.​ 組織体制: 知財の管理・活用を担う組織は、中央集権的な専門部署か、事業部門に分散されて
いるか。 

3.​ 注力する知財の種類: 戦略の中心に据えている知的財産は、技術特許（ハードIP）か、ブラン
ド・商標（ソフトIP）か、あるいはその両方か。 

4.​ 活用モデル: 知的財産を、主に既存事業の防衛や競争優位確保のために用いているか、ある
いは知財そのものを活用した新規事業の創出を目指しているか。 

このフレームワークに基づき各社の戦略を分析することで、伊藤忠の「商人型」アプローチが総合商

社の中でどのような位置を占めるのかを明らかにする。 

 

競合各社の戦略分析 
 

●​ 三菱商事：規律型の知財重視モデル​
三菱商事は、ウェブサイト上で「知的財産基本方針」を明確に掲げ、知的財産の有効活用によ

る企業価値向上を宣言している⁴²。その内容は、競争優位性の確保、他社との協業・ライセン
ス、そして権利侵害に対する適切な対応など、攻守にわたる規律の取れた姿勢を示している。

具体的な活動としては、事業子会社である三菱商事ライフサイエンスが専門の「知的財産部」を

設置し、グローバルな事業展開を意識した戦略的な特許出願や、70以上の国・地域に及ぶブラ
ンド（商標）の保護を推進している⁵⁰。これは、全社的な方針のもと、各事業グループが規律を
持って知財活動を実践する「知財重視・規律型」モデルと特徴づけることができる。 

●​ 三井物産：サービス事業型の知財事業化モデル​
三井物産は、知的財産を単なる事業防衛のツールではなく、新たなビジネスを創出する戦略的

ツールとして積極的に位置づけている。その象徴的な動きが、欧州の大手知財サービス会社

Novagraafとの資本業務提携である⁵²。この提携を通じて、三井物産は自社グループの知財管
理に留まらず、顧客企業に対して特許・商標の出願から権利維持、コンサルティングに至る高

度な知財総合サービスを提供することを目指している。これは、商社が持つグローバルネット

ワークや事業開発能力と、専門的な知財サービスを組み合わせ、知財そのものを事業の対象

とする「知財の事業化・サービス型」モデルであり、他社には見られないユニークなアプローチで

ある。 
●​ 住友商事：事業創造型の知財起点モデル​



住友商事は、コーポレート・ガバナンス報告書において、知的財産・無形資産を「新事業の創

出」の原動力として明確に位置づけている³⁹˒ ⁴⁶。革新的な技術によるビジネスモデルの転換
や、新たなプロダクトデザインの提供といった付加価値の源泉として知財を捉え、将来的な競争

力・利益率の獲得に繋げる方針を掲げている。これは、既存事業の延長線上ではなく、知財や

無形資産を起点として新たなビジネスモデルを構想・実行していくという、強い意志の表れであ

る。この「知財起点・事業創造型」モデルは、長期的な視点での非連続な成長を目指す姿勢を

示唆している。 
●​ 丸紅：事業部門主導型の伊藤忠類似モデル​
丸紅のコーポレート・ガバナンス報告書では、中期経営戦略「GC2024」における人財戦略につ
いては詳細な記述があるものの、知的財産への投資に関する具体的な方針の記載は限定的

である⁴⁹。これは、全社統一の明確な知財戦略を前面に押し出すよりも、各事業グループの判
断に委ねる事業部門主導型の体制を採っている可能性を示唆しており、伊藤忠のモデルと比

較的近いポジショニングにあると推察される。 

 

比較分析表 
 

以上の分析を基に、各社の知財戦略を一覧表に整理する。 

比較軸 伊藤忠商事 三菱商事 三井物産 住友商事 

①戦略の明示

性 
限定的（CG報
告書で言及） 

明示的（基本方

針を策定） 
明示的（戦略的

ツールと位置付

け） 

明示的（新事業

創出の原動力） 

②組織体制 分散型（事業カ

ンパニー主導） 
規律型（子会社

に専門部署） 
サービス事業型

（提携先活用） 
事業創造型（事

業開発部門と

連携） 

③注力知財 商標・著作権

（ソフトIP）中心 
特許・商標（バ

ランス型） 
特許・ノウハウ

（サービス対象） 
技術・無形資産

全般 

④活用モデル ブランドビジネ

ス（垂直統合

型） 

事業防衛・競争

優位確保 
知財サービスの

提供 
新規ビジネスモ

デル創出 

引用根拠 ¹⁶˒ ¹⁴ ⁴²˒ ⁵⁰ ⁵² ³⁹˒ ⁴⁶ 



この比較から、伊藤忠の知財戦略の輪郭は一層鮮明になる。競合他社の多くが、技術開発や事業

創出の「起点」として知的財産を捉え、全社的な方針として戦略を明示する傾向があるのに対し、伊

藤忠のアプローチは大きく異なる。同社にとって知的財産とは、まず「事業ありき」で、その事業戦

略、特に川下・消費者接点におけるビジネスを成功させるための最も効果的なツールとして選択・活

用されるものである。つまり、知財戦略が事業戦略を牽引するのではなく、事業戦略に「追随」し、そ

の価値を最大化するために最適化されている。 

この「マーケットイン型/事業追随型」とでも呼ぶべき戦略は、三菱商事や住友商事の「テクノロジーア
ウト型/事業創造型」とは明確な対比をなす。どちらのモデルが絶対的に優れているというわけでは
ない。各社の戦略は、それぞれの事業ポートフォリオ、歴史的背景、そして企業文化に深く根差した

ものであり、その環境下で最も合理的と判断された結果である。伊藤忠の戦略は、同社が強みとす

る非資源・川下分野という主戦場において、高い収益性と機動性を発揮するために磨き上げられ

た、極めて実践的な「商人」のアプローチなのである。 
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リスク・課題（短期/中期/長期） 
 

伊藤忠の「商人型」知財戦略は、非資源・川下分野において高い収益性と機動性を実現してきた一

方で、その独自性ゆえに特有のリスクと課題を内包している。これらのリスクと課題を、短期・中期・

長期の時間軸で整理し、分析することは、同社の持続的な成長可能性を評価する上で不可欠であ

る。 
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短期的リスク・課題 
 

短期的に顕在化する可能性のあるリスクは、主にブランドビジネスの拡大とグローバル化に伴うオペ

レーション上の課題である。 

●​ 権利侵害リスク: 伊藤忠は世界中で数多くのブランドを展開しており、その事業活動は常に第三
者の知的財産権と隣接している。意図せずして他社の商標権や意匠権を侵害してしまうリスク

は、事業エリアや商品カテゴリーが拡大するほど増大する。逆に、自社が権利を持つブランドの

模倣品や海賊版、ドメインの不正占拠といった権利侵害行為によって、ブランド価値が毀損され

るリスクも深刻である。特に、知的財産権の保護体制が脆弱な新興国市場においては、ブラン

ド保護の徹底が重要な経営課題となる。これは、他社においても共通の課題として認識されて

いる⁴⁵˒ ⁵⁰。 
●​ 契約管理の複雑性: 同社のブランドビジネスは、膨大な数のライセンス契約、販売代理店契
約、製造委託契約などによって支えられている。これらの契約には、ロイヤリティの支払い条

件、品質管理基準、販売地域の制限、契約更新の条件など、複雑な条項が含まれる。数千、数

万に及ぶと推察されるこれらの契約の管理が不十分な場合、更新期限の見落としによる権利

失効、契約違反による損害賠償請求、あるいは有利な条件改定の機会損失といった事態を招

きかねない。契約管理DXツール「MNTSQ CLM」の導入¹⁷は、このオペレーショナルリスクへの
対策の一環と考えられるが、ツールの導入だけでなく、それを使いこなす現場の運用体制の構

築が不可欠である。 
●​ レピュテーションリスク: 伊藤忠は多くのブランドにおいて、ライセンサー（権利許諾者）またはマ
スターライセンシー（総代理店）の立場にある。これは、自社で直接コントロールできない領域で

発生した問題が、自社の評判に影響を及ぼすリスクを伴う。例えば、ライセンス先のブランドや

その製造委託先が、人権問題や環境汚染といった不祥事を起こした場合、そのブランドを取り

扱う伊藤忠も社会的な批判に晒され、ブランドイメージが大きく毀損される可能性がある。サプ

ライチェーン全体にわたるデューデリジェンスとガバナンスの徹底が求められる。 

 

中期的リスク・課題 
 

中期的な視点では、同社の組織構造や事業ポートフォリオに起因する、より構造的な課題が浮かび

上がってくる。 

●​ 分散型モデルの弊害（知のサイロ化）: 第2章で指摘した通り、カンパニーごとに知財を管理する
分散型モデルは、事業と知財の連携を密にし、市場への迅速な対応を可能にする長所を持つ。

しかしその一方で、カンパニー間で知見やノウハウが共有されず、組織全体としての学習効果

が働きにくい「知のサイロ化」という深刻な弊害を生むリスクを常に内包している。例えば、繊維

カンパニーが培ったデジタルコンテンツのライセンスビジネスのノウハウが、エネルギーカンパ

ニーが顧客向けサービスアプリを開発する際に活かされない、といった機会損失が発生する可



能性がある。全社的な視点での無形資産ポートフォリオの最適化や、カンパニー横断でのシナ

ジー創出を促すメカニズムがなければ、グループ全体の価値創造能力が頭打ちになる恐れが

ある。 
●​ 技術ディスラプションへの対応: 伊藤忠の知財ポートフォリオは、ブランドなどのソフトIPに大きく
偏重している。この構造は、テクノロジーを起点とする非連続な市場変化、すなわち技術ディス

ラプションに対して脆弱である可能性がある。例えば、近年の生成AI技術の急速な進化は、クリ
エイティブなデザインやコンテンツを低コストで大量に生み出すことを可能にし、同社が強みとす

るキャラクターIPビジネスの競争環境を根底から覆すかもしれない。また、エネルギー、金融、
物流といった同社の他の事業領域においても、ITジャイアントやスタートアップが優れた技術や
ビジネスモデル特許を武器に異業種から参入してきた場合、ハードIPの蓄積が少ない伊藤忠
は、有効な対抗策を打ち出しにくい可能性がある。 

●​ 専門人材育成の課題: 同社の事業モデルは、優れたブランドを見出す「目利き力」や、有利な条
件で契約をまとめる「交渉力」に長けた人材を数多く育成してきたと推察される。しかし、今後の

競争環境を勝ち抜くためには、新たな専門性が求められる。それは、技術の動向を理解し、ビ

ジネスモデルを構想し、その実現に必要な知財戦略（特許網の構築、技術提携、標準化など）

を一体で立案・実行できる、いわば「IPプロデューサー」的な人材である。日本政府の「知的財産
推進計画」においても、こうした高度知財人材の育成は重要課題とされている⁵⁵。現在の伊藤忠
の人材育成プログラム²が、こうした新たなタイプの専門家を十分に輩出できる構造になってい
るかは、中期的な課題と言えるだろう。 

 

長期的リスク・課題 
 

長期的な時間軸では、企業価値評価のあり方や企業文化そのものに関わる、より根源的な課題に

直面する可能性がある。 

●​ 無形資産価値の可視化と企業価値評価: 伊藤忠の強みであるブランド価値、顧客基盤、ネット
ワーク、ノウハウといった無形資産の多くは、貸借対照表（バランスシート）には計上されない。

そのため、これらの無形資産がどれだけの企業価値を生み出しているのかを、投資家やアナリ

ストに対して客観的かつ説得力をもって説明することが難しいという課題がある。近年、日本政

府や世界の資本市場では、企業の持続的成長を評価する上で、こうした非財務情報や無形資

産の価値を可視化し、開示することの重要性が高まっている⁵⁷˒ ⁶⁵。特許庁も、企業の知財情報
開示に関する調査・分析を進めている⁶⁰。伊藤忠がこの潮流に乗り遅れ、自社の無形資産価値
を市場評価に十分に反映させられない場合、株価の低迷や資金調達コストの上昇といった形

で、企業価値を損なうリスクがある。 
●​ 企業文化の転換: 「ひとりの商人」として、モノを動かし、商流を創り出すことに長けた伊藤忠の
企業文化は、これまでの成功の原動力であった。しかし、今後の価値創造の中心が、モノから

データやアルゴリズム、コンテンツといった無形の「知」へと完全に移行していく時代において、

従来の成功体験が変革の足枷となる可能性がある。「知を創造し、組み合わせ、活用する事業

創出集団」へと企業全体が進化していくためには、ハードIPやデータといった新たな無形資産の
戦略的重要性を、一部の専門部署だけでなく、全社員が深く理解し、事業活動に組み込んでい



く文化的な変革が求められる。 
●​ 国際標準化戦略の不在: 日本政府は「新たな国際標準戦略」を策定し、環境・エネルギーやデ
ジタル・AIといった重要分野において、官民一体で国際標準の形成に戦略的に関与していく方
針を打ち出している⁵⁴˒ ⁵⁵。国際標準（デジュール・スタンダードやデファクト・スタンダード）を握る
ことは、その技術分野における市場のルールを形成し、自社に有利な事業環境を創り出す上で

極めて強力な武器となる。伊藤忠の現在の知財戦略からは、こうしたルール形成に積極的に関

与していくという視点は見えにくい。特定の事業領域において、自社の関知しないところで国際

標準が形成され、事業機会を逸したり、不利な競争を強いられたりする長期的なリスクが存在

する。 

 

当章の参考資料 
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3.​ https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000069.000050130.html 
4.​ https://www.mitsui-kinzoku.com/csr/society/intellectual_property/ 
5.​ https://www.mcls-ltd.com/rd/property.html 
6.​ https://www.keidanren.or.jp/journal/times/2025/1016_12.html 
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今後の展望（政策/技術/市場動向との接続） 
 

伊藤忠の知財戦略は、これまで同社の事業環境と経営方針に最適化される形で進化してきた。しか

し、企業を取り巻く外部環境は常に変化し続けている。政府の政策、破壊的な技術革新、そして市場

や消費者の価値観の変化という三つの大きな潮流は、今後の同社の知財戦略のあり方に重大な影

響を与えることが予想される。本章では、これらの外部環境の変化と同社の戦略を接続し、将来の

展望を考察する。 

 

政府の知財政策との整合性 
 

日本政府は、経済の持続的な成長を実現するための鍵として、知的財産・無形資産の創造と活用を
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国家戦略の中心に据えている。2025年6月に知的財産戦略本部が決定した「知的財産推進計画
2025」は、その方向性を明確に示している⁵⁴˒ ⁵⁵˒ ⁵⁷。この計画は、今後の伊藤忠の戦略にとって、追
い風と挑戦の両側面を持つ。 

●​ 「知財・無形資産への投資による価値創造」の推進: 計画では、企業における知財・無形資産の
価値創造と戦略的な対外発信の重要性が強調されている⁵⁴。伊藤忠が長年にわたり注力して
きたブランドビジネスは、まさに無形資産への投資による価値創造の実践例であり、政府の推

進する方向性と完全に合致する。今後、知財・無形資産を重視する企業への投資を促すような

政策が強化されれば、同社の企業価値評価にとって有利に働く可能性がある。 
●​ イノベーション拠点税制（イノベーションボックス税制）の活用: 2024年度税制改正で導入された
この税制は、企業が保有する特許権やAI関連ソフトウェアといった対象知財から生じる所得に
対して、30%の所得控除を認めるものである⁶⁵。伊藤忠が保有する多数のブランドライセンスか
ら得られる収益が、この税制の対象となるか、あるいは対象となるような知財（例：ソフトウェア

著作権など）の取得・活用を今後どのように戦略に組み込んでいくかが注目される。税制優遇を

新たな投資の原資として活用できれば、知財を核とした価値創造サイクルをさらに加速させるこ

とが可能になる。 
●​ 「イノベーション拠点としての競争力強化」への対応: 同計画は、ブランド活用だけでなく、日本
がアジアにおける一大研究開発拠点・イノベーションハブとなることも目指している⁵⁷。伊藤忠の
戦略は、自社での大規模な研究開発よりもオープンイノベーションによる外部技術の活用に重

点を置いているため、この点では直接的な貢献は限定的に見えるかもしれない。しかし、海外

の優れたスタートアップを発掘し、日本市場での事業展開を支援する同社の活動は、世界の知

的資本を日本に呼び込むという点で、計画の趣旨に貢献するものと言える。今後は、こうした活

動の戦略的意義をより明確に位置づけ、発信していくことが求められるだろう。 

 

技術トレンド（特にAI）の影響 
 

テクノロジーの進化、とりわけ人工知能（AI）の急速な発展は、あらゆる産業の競争ルールを書き換
えつつあり、知的財産のあり方にも根源的な問いを投げかけている。 

●​ 生成AIがもたらす機会と脅威: テキスト、画像、音楽などを自動生成するAIは、伊藤忠が注力す
るコンテンツ・キャラクターIP事業¹⁴にとって、両刃の剣である。一方では、コンテンツ制作のコス
トと時間を劇的に削減し、多様なバリエーションの創出を容易にするなど、創造活動の強力な

ツールとなり得る。しかし他方では、AIが生成したコンテンツの著作権の帰属や、学習データと
して利用される既存コンテンツの権利処理といった、未解決の法的課題を数多く生み出してい

る。また、誰でも容易に高品質なコンテンツを生成できるようになれば、プロのクリエイターが持

つ技能の価値が相対的に低下し、IPビジネスの収益構造が大きく変化する可能性がある。この
破壊的変化に対し、AIを積極的に活用して新たな創造モデルを構築するのか、あるいは法的な
権利保護を強化して既存の価値を守るのか、戦略的な岐路に立たされている。 

●​ データ解析技術の進化と事業の融合: AIのもう一つの重要な側面は、膨大なデータを解析し、
人間では見出せないようなパターンやインサイトを抽出する能力である。前章で述べたファミ

リーマートの購買データ⁵˒ ⁶などは、AI解析技術と組み合わせることで、その価値を飛躍的に高



めることができる。例えば、個々の顧客の購買履歴や行動パターンから、次に欲しくなるであろ

う商品を予測し、最適なタイミングでパーソナライズされたクーポンや情報を配信する。さらに

は、地域ごとの需要変動をリアルタイムで予測し、在庫の最適化や新商品のテストマーケティン

グに活用することも可能になる。これにより、知財戦略の第三の柱である「データ」と、第一の柱

である「ブランド」の企画・マーケティング活動が高度に融合し、より精緻で効果的な消費者アプ

ローチが実現すると予測される。 

 

市場・消費者動向の変化 
 

消費者の価値観やライフスタイルもまた、知的財産として保護・活用すべき対象を変化させている。 

●​ サステナビリティへの要請の高まり: 今日の消費者は、製品の品質やデザインだけでなく、その
製品がどのように作られ、環境や社会にどのような影響を与えているかを重視するようになって

いる。環境負荷の少ない素材を使用していることの証明、サプライチェーンにおける人権配慮

の認証、あるいは製品のリサイクルシステムの構築といった、サステナビリティに関する取り組

みそのものが、ブランド価値を左右する重要な無形資産となりつつある。伊藤忠が広告宣伝活

動において環境への配慮を謳っている¹⁵ことは、この潮流への意識の表れであるが、今後はさ
らに踏み込み、サステナビビリティに関する独自の技術や認証（広義の知財）を戦略的に獲得・

活用し、他社との差別化を図っていくことが競争優位に繋がるだろう。 
●​ 体験価値（コト消費）へのシフト: モノの所有欲が減退し、そこでしか得られない特別な「体験」に
価値を見出す「コト消費」へのシフトが加速している。この変化は、ブランドビジネスのあり方を

大きく変える。単にロゴの付いた商品を販売するだけでなく、ブランドの世界観を五感で体験で

きるイベントの開催、限定コミュニティへの参加権、あるいはメタバース（仮想空間）上でのデジ

タルアイテムの提供など、体験に紐づく新たな無形価値の提供が求められる。伊藤忠のキャラ

クターIP事業が目指す「世界観を運ぶ」という方向性¹⁴は、この潮流を的確に捉えたものと言え
る。今後は、リアルとデジタルを融合させ、持続的な顧客エンゲージメントを生み出す体験のデ

ザイン能力そのものが、重要な知的資産となるだろう。 

これらの外部環境の変化は、伊藤忠に対して、既存の知財戦略の深化と、新たな領域への拡張を

同時に求めている。変化を的確に捉え、戦略を柔軟に進化させ続けることができるかどうかが、未来

の企業価値を大きく左右することになるだろう。 
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戦略的示唆（経営/研究開発/事業化の観点でアクション候補） 
 

これまでの分析を踏まえ、伊藤忠が知的財産を源泉として企業価値をさらに向上させていくために、

経営、研究開発・技術戦略、そして事業化の三つの視点から、具体的な戦略的示唆とアクション候

補を提言する。これらは、同社の強みである「商人型」アプローチを維持・発展させつつ、中期的なリ

スクや課題に対応することを目的とする。 

 

経営への示唆 
 

経営層は、無形資産の価値を全社的な視点で最大化するためのガバナンスと、ステークホルダーへ

の説明責任を強化する役割を担う。 

●​ CIPO（Chief IP Officer）的機能の導入検討: 分散型・事業部門主導モデルの長所である機動
性を損なうことなく、短所である「知のサイロ化」を克服するための方策が求められる。社長や

COO直轄の、少人数で構成される軽量な専門役員またはチームを設置し、CIPO（最高知財責
任者）的な機能を担わせることを検討する価値がある。この機能の役割は、各カンパニーの知

財戦略を管理・監督することではなく、カンパニーを横断して無形資産のシナジー（例：ブランド

とデータの連携、技術とコンテンツの融合）を探索・ 촉進し、全社最適の視点からポートフォリオ
のバランスを助言することにある。これにより、分散型のメリットを活かしつつ、組織的な学習と

価値創造を促進することが期待できる。 
●​ 統合報告書における無形資産ストーリーの強化: 投資家は、企業の持続的な成長力を評価す
る上で、財務情報だけでなく、ブランド価値、技術力、顧客基盤といった無形資産をますます重

視するようになっている。現在の統合報告書⁵におけるブランド中心の記述に加え、オープンイノ
ベーションによる外部技術の獲得プロセス、ファミリーマートのデータ資産がもたらす具体的な

事業価値、多様なパートナーシップによって構築されるエコシステムの競争優位性など、同社

の多面的な無形資産価値創造の取り組みを、より統合的かつ定量的なデータ（可能な範囲で）

を交えて説明するストーリーを構築すべきである。これは、特許庁の調査⁶⁰でも指摘される企業
の知財情報開示の重要性に応えるものであり、企業価値の適正な評価に繋がる。 

●​ 知財を起点としたM&A戦略の高度化: 伊藤忠はこれまでも、ブランド保有企業の買収などで
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M&Aを効果的に活用してきた。今後は、買収対象企業の評価（デューデリジェンス）において、
財務状況や市場シェアといった伝統的な指標に加え、保有する特許ポートフォリオの質と将来

性、データ資産の量とアクセス可能性、キーパーソンが持つノウハウ（人的資本）といった無形

資産の価値をより精密に評価する手法を導入することが重要である。これにより、表面的な業

績だけでは見えない将来の成長ポテンシャルを的確に見極め、より戦略的なM&Aを実行するこ
とが可能となる。 

 

研究開発・技術戦略への示唆 
 

技術戦略においては、自社の強みである「目利き力」と「ネットワーク」を最大限に活用し、外部知見

の獲得をより体系的かつ戦略的に行うことが求められる。 

●​ オープンイノベーションの戦略的体系化: 現在のオープンイノベーション活動は、各事業部門の
ニーズに基づき個別最適で行われている側面が強いと推察される。これを一歩進め、全社的な

視点から中長期的に強化すべき技術領域（例：サステナブル素材、AIによる需要予測、ブロック
チェーン技術など）を特定し、その領域におけるキープレイヤー（世界のスタートアップ、大学、

研究機関）が保有する知的財産（特許、論文、ノウハウ）を網羅的にマッピングし、戦略的にアプ

ローチする仕組みを構築することが望まれる。伊藤忠テクノソリューションズが提供するAI特許
分析ツール「QUID」⁶⁶などは、この目的のためにグループ内で最大限活用できる可能性があ
る。これにより、場当たり的な協業探しから、狙いを定めた戦略的な技術獲得へと進化させるこ

とができる。 
●​ 「パテント・トロール」からの防御戦略: ブランドビジネス中心で、ハードIP（特許）の蓄積が相対
的に少ないビジネスモデルは、事業を行わず特許権の行使のみで収益を上げる、いわゆる「パ

テント・トロール」からの特許侵害訴訟のリスクに対して脆弱な場合がある。特に、ITや金融と
いった技術集約的な新規事業領域へ進出する際には、このリスクが高まる。主要な事業領域に

おける他社の特許網を常時監視（パテント・クリアランス）し、リスクの高い特許を特定する体制

を強化すべきである。そして、必要に応じて、他社とのクロスライセンス契約の締結、防御目的

での特許の買い取り（特許権の移転）、あるいは特許無効審判の活用といった、多層的な防御

策を講じる準備を整えておく必要がある。 

 

事業化への示唆 
 

事業化のレベルでは、カンパニーの壁を越えた無形資産の掛け合わせと、それを担う人材の育成が

鍵となる。 

●​ カンパニー横断でのIP活用プロジェクトの推進: 前述のCIPO的機能のリーダーシップのもと、サ
イロを越えた無形資産の掛け合わせによる新たな事業化を、トップダウンで意図的に創出して

いくべきである。例えば、「食料カンパニーが持つ健康志向の食品ブランド」と、「第８カンパニー



が持つ人気キャラクターIP」と、「ファミリーマートの販売網と顧客データ」を組み合わせ、親子で
楽しめる健康的なコラボレーション商品を開発・販売する。あるいは、「機械カンパニーが持つエ

ネルギー管理技術」と、「情報・金融カンパニーが持つアプリ開発ノウハウ」を連携させ、家庭向

けのエネルギー最適化サービスを提供するなど、カンパニー単独では発想し得ない新たな価値

創造の機会は無数に存在する。 
●​ 知財人材育成プログラムの拡充: 企業の知財活動を支えるのは、最終的には「人」である。従
来の法務・契約の専門家を育成・確保することはもちろん重要だが、それに加え、各カンパニー

の事業担当者自身が、知的財産の重要性を理解し、戦略的に活用する能力を身につけること

が不可欠である。自社のビジネスモデルを有利にするための知財戦略（どのブランドと組むべ

きか、どのような技術提携が有効か、データの権利をどう確保するかなど）を、事業企画の段階

から立案できる「ビジネス知財リテラシー」を向上させるための研修プログラムを導入することが

有効である。政府も知的財産管理技能検定等の資格取得を推奨しており⁵⁶、こうした外部の仕
組みも活用しながら、全社的な知財マインドの底上げを図るべきである。 

 

当章の参考資料 
 

5.​ https://www.itochu.co.jp/ja/ir/doc/annual_report/index.html 
6.​ https://ip-edu.org/topics 
7.​ https://tokkyo-lab.com/chizai/gyoukainews-75 
8.​ https://ls.ctc-g.co.jp/products/quid/quid_case_innovation.html 

 

総括 
 

本レポートで分析した伊藤忠商事の知的財産戦略は、同社が自らを定義する「商人」というアイデン

ティティを色濃く反映した、極めてユニークかつ実践的なものである。その本質は、自社でゼロから技

術を開発し特許で保護するという製造業的な発想ではなく、市場（マーケット）に存在する価値を見出

し、それを最も効率的な形で自社の事業に取り込み、最大化するという「マーケットイン型/事業追随
型」のアプローチにある。 

この戦略は、特に同社が強みとする非資源・川下分野において絶大な効果を発揮してきた。商標権

の取得やブランド保有企業への投資を核とする垂直統合型のブランドビジネスは、高い収益性を実

現する同社の重要なエンジンとなっている。また、オープンイノベーションによる外部技術の効率的

な「調達」や、ファミリーマートを基盤とする「データ」という次世代資産の活用は、変化の速い市場環

境に機動的に対応するための賢明な選択と言える。 

しかし、この成功したモデルも、外部環境の大きな変化に直面している。生成AIに代表される技術
ディスラプションは、ソフトIP中心のビジネスモデルの根幹を揺るがす可能性を秘めている。また、カ

https://www.itochu.co.jp/ja/ir/doc/annual_report/index.html
https://ip-edu.org/topics
https://tokkyo-lab.com/chizai/gyoukainews-75
https://ls.ctc-g.co.jp/products/quid/quid_case_innovation.html


ンパニーごとに最適化された分散型の組織体制は、全社的な無形資産のシナジー創出を阻む「知

のサイロ化」という構造的課題を抱える。 

今後の持続的な成長に向けた意思決定の核心は、この「商人型」モデルの長所をいかに維持・発展

させつつ、その脆弱性を克服していくかにある。具体的には、カンパニーの壁を越えてブランド、技

術、データという三つの無形資産を統合し、新たな価値創造サイクルを構築すること、そしてその価

値を投資家に対して説得力をもって可視化し、企業価値評価に繋げていくことが最重要課題となる。

伊藤忠が、単なる「モノを動かす商人」から、真の意味で「知を創造し、活用する事業創出集団」へと

進化を遂げられるか。その成否は、知的財産・無形資産に対する経営の次なる一手にかかってい

る。 
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